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公益財団法人堺市就労支援協会個人情報の保護に関する法律施行規程 

 

公益財団法人堺市就労支援協会個人情報保護規程の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この規程は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下「法」

という。）の施行について必要な事項を定める。 

 

（定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

るほか、法及び個人情報の保護に関する法律施行令（平成１５年政令第５０７号）におい

て使用する用語の例による。 

(1) 個人情報 個人に関する情報であって、特定の個人を識別することができるもの（他

の情報と照合することにより、特定の個人を識別することができることとなるものを含

む。）をいう。ただし、次に掲げる情報を除く。 

ア 法人その他の団体に関する情報に含まれる当該法人その他の団体の役員に関する

情報 

イ 事業を営む個人の当該事業に関する情報 

(2) 本人 個人情報によって識別される特定の個人をいう。 

(3) 法人文書 公益財団法人堺市就労支援協会情報公開規程第２条に規定する法人文書

をいう。 

 

（個人情報取扱事務目録） 

第３条 協会は、個人情報を取り扱う事務（以下「個人情報取扱事務」という。）を開始

しようとするときは、当該事務の名称、内容、個人情報の対象者の範囲等を記載した個

人情報取扱事務目録を作成し、市民の求めに応じて閲覧に供さなければならない。 

２ 前項の規定は、次に掲げる事務については、適用しない。 

(1) 協会の職員又は職員であった者に関する事務 

(2) 臨時に収集された個人情報を取り扱う事務 

(3) 一般に入手し得る刊行物等を取り扱う事務 

(4) 物品若しくは金銭を送付し、若しくは受領し、又は業務上必要な連絡の用に供するた

め、相手方の氏名、住所等の事項のみを取り扱う事務 

 

（開示請求に係る手数料及び費用負担） 

第４条 法第３８条第１項の規程により納付しなければならない手数料は無料とする。 

２ 法第３３条第２項の規定により写しの交付を受ける者は、別表に要する費用を負担し

なければならない。 
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（開示請求） 

第５条 法３３条第１項の規定により協会へ提出すべき開示請求書は、公益財団法人堺市

就労支援協会保有個人情報開示請求書（様式第１号）とする。 

 

（開示請求に対する決定及び通知） 

第６条 協会は、前条の開示請求があったときは、法第３３条第２項に基づき、開示請求者

に対し、公益財団法人堺市就労支援協会保有個人情報開示決定通知書（様式第２号）によ

り通知しなければならない。 

２ 法第３３条第３項の規定により通知は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定め

る通知書により行うものとする。 

 (1) 保有個人情報の一部について開示する旨の決定は、公益財団法人堺市就労支援協会

保有個人情報一部開示決定通知書（様式第３号）により行うものとする 

 (2) 保有個人情報を開示しない旨の決定は、公益財団法人堺市就労支援協会保有個人情

報不開示決定通知書（様式第４号）により行うものとする。 

 

（開示決定等の期限） 

第７条 協会は、開示請求があった日から起算して１５日以内にしなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、協会は、事務処理上の困難その他正当な理由があるときは、

同項に規定する期間を１５日以内に限り延長することができる。この場合において、協会

は、開示請求者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延長の理由を公益財団法人堺市就労

支援協会保有個人情報開示決定等期間延長通知書（様式第５号）により通知しなければな

らない。 

 

（開示決定等の期限の特例） 

第８条 開示請求に係る保有個人情報が著しく大量であるため、開示請求があった日から

起案して３０日以内にその全てについて開示決定等をすることにより事務の遂行に著し

い支障が生ずるおそれがある場合には、前条の規定にかかわらず、協会は、開示請求に係

る保有個人情報のうちの相当の部分につき当該期間内に開示決定等を、残りの保有個人

情報については相当の期間内に開示決定等をすれば足りる。この場合において、協会は、

同条第１項に規定する期間内に、開示請求者に対し、次に掲げる事項を公益財団法人堺市

就労支援協会保有個人情報開示決定等期間特例延長通知書（様式第６号）により通知しな

ければならない。 

 (1) この条の規定を適用する旨及びその理由 

 (2) 残りの保有個人情報について開示決定等する期限 
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（訂正の請求） 

第９条 法３４条第１項の規定により協会へ提出すべき訂正請求書は、公益財団法人堺市

就労支援協会保有個人情報訂正請求書（様式第７号）とする。 

 

（訂正請求に対する決定及び通知） 

第１０条 協会は、前条の訂正請求があったときは、法第３４条第３項に基づき、訂正請求

者に対し、公益財団法人堺市就労支援協会保有個人情報訂正決定通知書（様式第８号）に

より通知しなければならない。 

２ 法第３４条第３項の規定により通知は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定め

る通知書により行うものとする。 

 (1) 保有個人情報の一部について訂正等する旨の決定は、公益財団法人堺市就労支援協

会保有個人情報一部訂正決定通知書（様式第９号）により行うものとする 

 (2) 保有個人情報を訂正等しない旨の決定は、公益財団法人堺市就労支援協会保有個人

情報不訂正決定通知書（様式第１０号）により行うものとする。 

 

（訂正決定等の期限） 

第１１条 協会は、訂正請求があった日から起算して１５日以内にしなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、協会は、事務処理上の困難その他正当な理由があるときは、

同項に規定する期間を１５日以内に限り延長することができる。この場合において、協会

は、訂正等請求者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延長の理由を公益財団法人堺市就

労支援協会保有個人情報訂正決定等期間延長通知書（様式第１１号）により通知しなけれ

ばならない。 

 

（訂正決定等の期限の特例） 

第１２条 協会は、訂正決定等に特に長期間を要すると認めるときは、前条の規定にかかわ

らず、相当の期間内に訂正決定等をすれば足りる。この場合において、協会は、同条第１

項に規定する期間内に、訂正請求者に対し、次に掲げる事項を公益財団法人堺市就労支援

協会保有個人情報訂正決定等期間特例延長通知書（様式第１２号）により通知しなければ

ならない。 

 (1) この条の規定を適用する旨及びその理由 

 (2) 残りの保有個人情報について訂正決定等する期限 

 

（利用停止の請求） 

第１３条 法３５条第１項の規定により協会へ提出すべき利用停止請求書は、公益財団法

人堺市就労支援協会保有個人情報利用停止請求書（様式第１３号）とする。 
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（利用停止請求に対する決定及び通知） 

第１４条 協会は、前条の利用停止請求があったときは、法第３５条第２項に基づき、利用

停止請求者に対し、公益財団法人堺市就労支援協会保有個人情報利用停止決定通知書（様

式第１４号）により通知しなければならない。 

２ 法第３５条第７項の規定により通知は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定め

る通知書により行うものとする。 

 (1) 保有個人情報の一部について利用停止する旨の決定は、公益財団法人堺市就労支援

協会保有個人情報一部利用停止決定通知書（様式第１５号）により行うものとする 

 (2) 保有個人情報を利用停止しない旨の決定は、公益財団法人堺市就労支援協会保有個

人情報不利用停止決定通知書（様式第１６号）により行うものとする。 

 

（利用停止決定等の期限） 

第１５条 協会は、利用停止等請求があった日から起算して１５日以内にしなければなら

ない。 

２ 前項の規定にかかわらず、協会は、事務処理上の困難その他正当な理由があるときは、

同項に規定する期間を１５日以内に限り延長することができる。この場合において、協会

は、利用停止請求者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延長の理由を公益財団法人堺市

就労支援協会保有個人情報利用停止決定等期間延長通知書（様式第１７号）により通知し

なければならない。 

 

（利用停止決定等の期限の特例） 

第１６条 協会は、利用停止決定等に特に長期間を要すると認めるときは、前条の規定にか

かわらず、相当の期間内に利用停止決定等をすれば足りる。この場合において、協会は、

同条第１項に規定する期間内に、利用停止請求者に対し、次に掲げる事項を公益財団法人

堺市就労支援協会保有個人情報利用停止決定等期間特例延長通知書（様式第１８号）によ

り通知しなければならない。 

 (1) この条の規定を適用する旨及びその理由 

 (2) 残りの保有個人情報について利用停止決定等する期限 

 

（委任） 

第１７条 この規程に定めるもののほか、この規程の施行について必要な事項は、事務局長

が別途定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、令和５年４月１日から施行する。 
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（経過措置） 

１ この規程の施行の際現に改定前の公益財団法人堺市就労支援協会個人情報保護規程

（以下「旧規程」という。）第８条又は第１９条から第２１条までの規程に基づきなされ

ている個人情報保護等の開示、訂正、削除及び中止の申し出については、従前の例による。 

２ この規程の施行前にした行為に関する罰則の適用については、なお従前の例による。 
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別表（第４条関係） 

施設文書の種類 公開の実施方法 交付する媒体の規格 負担すべき費用の額 

文書、図画及び写真 
乾式複写機による写

しの交付 

日本産業規格Ａ列３番

以下の大きさの用紙 

白黒 
１ 枚 に つ

き 10円 

カラー 
１ 枚 に つ

き 50円 

フィルム 
印画紙に印画したも

のの交付 

縦89ミリメートル、横

127ミリメートルの印画

紙 

１枚につき  30円 

電磁的記録 

録音カセットテープ

へ複製したものの交

付 

日本産業規格C5568に適

合する記録時間120分ま

でのもの 

１巻につき  250円 

ビデオカセットテー

プへ複製したものの

交付 

日本産業規格C5581に適

合する記録時間120分ま

でのもの 

１巻につき  350円 

用紙に出力したもの

の乾式複写機による

写しの交付 

日本産業規格Ａ列３番

以下の大きさの用紙 

白黒 
１ 枚 に つ

き 10円 

カラー 
１ 枚 に つ

き 50円 

フロッピーディスク

へ複製したものの交

付 

日本産業規格X6223に適

合する幅90ミリメート

ルのもの 

１枚につき  50円 

光ディスクに複製し

たものの交付 

日本産業規格X0606及び

X6281に適合する直径

120ミリメートルの光デ

ィスクの再生装置で再

生することが可能なも

の 

１枚につき 100円 

日本産業規格X6241に適

合する直径120ミリメー

トルの光ディスクの再

生装置で再生すること

が可能なもの 

１枚につき 150円 

（備考）１ 用紙の両面に印刷された写しを作成する場合については、片面を１枚として計

算する。 

２ 負担すべき費用の額が、この表により難い場合については、代表理事が別に定

める。 

３ 写しを郵送する場合は、郵送料相当額を別途徴収する。 


